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大学主体の商品開発へのラテラル・マーケティング
適用の可能性

佐野享子（筑波大学）

１　背景・目的
学内の資源や日頃の研究成果を活かした商品開発が，全国の大学で進んでいる。商品開発に学生

が参画する場合には，アクティブラーニングや PBL（Project	Based	Learning：問題解決型授業）
といった教育実践に結びつくとともに，開発された商品が流通することによって，それらの教育成
果が広くアピールされることにもつながる。

企業との連携で商品開発が行われる場合には，学生特有の消費者目線や大学独自の専門性を活か
すことが可能になるという点が，企業側にとっての大きなベネフィットとなる。研究者としての教
員独自の発想や学生の柔軟な発想を活かすことによって，企業主体の商品にはない新たな付加価値
を生み出すことが可能になるのである。

コモディティ化が進む今日，新たな付加価値を生み出す優れた商品の開発が企業における普遍の
課題となっている。大学は商品開発をミッションとする組織ではないが，新たな付加価値を生みだ
すイノベーティブな商品を開発した人々は，商品開発にあたって創造的な思考をいかにめぐらせて
いるのかという点に本研究の問題関心がある。そのような人材の思考の特質について明らかにする
ことにより，商品開発を通じて社会貢献を果たすことを希望する大学関係者に対して，有効な実践
知を提供することが可能になるであろう。

本研究では，新たな付加価値を生みだした優れた商品開発の事例として，大学（大学教員や学
生）が主体になった商品開発に着目し，それら商品開発がいかなる思考法の元で実現した可能性が
あるのか検討する。その手始めに本稿では，創造的思考法をベースにした「ラテラル・マーケティ
ング（lateral	marketing）」の理論を用いて大学主体の商品開発の事例を分析し，それら商品開発
の基底にラテラル・マーケティングの思考法をどのように看取することができるのか明らかにする
ことを第１の目的とする。

ラテラル・マーケティングは，マーケティング研究の世界的権威であるフィリップ・コトラー
（Philip	Kotler）が，マーケターの経歴を持つフェルナンド・トリアス・デ・ベス（Fernando	
Trias	de	Bes）との2003年の共著 “Lateral	Marketing:	New	Techniques	for	Finding	Breakthrough	
Ideas”（John	Willey	&	Sons,	Inc.）において提唱した理論である。商品開発に応用することが可能
となるいくつかの創造的思考法の中で，本稿がラテラル・マーケティングを選んだ理由としては，
後述するようにこの思考法が，伝統的マーケティングと相互に補完し合う関係にあると考えられて
いる点にある。商品開発の現場で重視されてきた伝統的マーケティングに加えて，新たにラテラ
ル・マーケティングを身につけることで，両者の相乗効果がもたらされ，新たな実践の突破口が開
かれることが期待されると考えたのである。
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以上で述べた実務上の意義のみならず，本稿では以下のような理論的意義についても重視してい
る。大学は商品開発をミッションとする組織ではない。しかしながらそのような組織が手がけた商
品開発を事例とし，ラテラル・マーケティングの理論をいかに適用することができるのか／できな
いのかを検討することによって，ラテラル・マーケティングの理論があらゆるタイプの商品開発に
適用可能な一般概念となり得るのか，なり得ない場合理論のどこに課題があり，いかにすれば理論
の適用可能性が高まるのかを理論的に明らかにすることが可能になると考えられる。この点を本稿
では第２の研究目的に設定した。

ラテラル・マーケティングに関する先行研究としては，理論の有用性について論じた Kiliç,	
Çaglar,	Güngör,	and	Çagla（2011），名古屋の中小企業の事例に適用して理論枠組みの整理を試み
た岩田（2015），マーケティング思考法としての特質の比較分析を行った佐藤（2015）による研究
がある。またラテラル・マーケティングの問題点について言及した実務書（野口，2013）も存在す
る。しかしながら本稿のように，大学が主体となった商品開発の事例にラテラル・マーケティング
の理論を適用するとともに，理論の適用可能性と課題について考察することを主眼とした研究は，
管見の限り見られない。

本節では，本研究の背景と研究目的について述べた。第２節では Kotler	and	Bes（2003　恩蔵
他訳2004）に基づき，ラテラル・マーケティングの理論枠組みについて説明する。第３節では，大
学が主体となった商品開発を事例として，それらの基底にラテラル・マーケティングの思考法をい
かに看取することができるのか分析する（第１の研究目的）。第４節では，以上の分析をもとに，
ラテラル・マーケティングの理論の適用可能性と課題について考察する（第２の研究目的）。最後
に本稿の理論的及び実務的貢献，並びに今後の研究上の課題について総括し，締めくくる。

２　ラテラル・マーケティングの理論枠組み
2.1　ラテラル・マーケティングとは

ラテラル・マーケティングとは，ラテラル・シンキング（水平思考）に基づいて展開されるマー
ケティングである。コトラーらは，マーケティングの基本戦略（セグメンテーション，ターゲティ
ング，ポジショニング）を実践することで新商品を生み出してきた伝統的マーケティングが，垂直
思考に基づいたアプローチであると主張して，これらを「バーティカル・マーケティング
（vertical	marketing）」と呼称した。

伝統的なマーケティングでは，市場のニーズの特定が出発点となるが，そのようなアプローチで
は必然的にそれ以外のニーズが無視されることになる。また市場をバーティカル（垂直方向）に際
限なく細分化していくマーケティングでは，市場セグメントが断片化・飽和化するために，新商品
が画期的な成功を収めるチャンスが少なくなる。一方で，市場細分化の過程で切り捨てられた部分
に目を向け，そこにチャンスがあるとして新市場を創造する方法が，水平思考に基づいたラテラ
ル・マーケティングである。

コトラーらは，新市場を創造するラテラル・マーケティングと既存市場を深耕するバーティカ
ル・マーケティングのいずれもが重要であり，両者は相互に補完しあう関係にあると述べている。
ラテラル・マーケティングを実施したあとにバーティカル・マーケティングを実施しなければ，マ
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ーケティング活動が中途半端に終わるからである。
ラテラル・マーケティングについては，以下の点を十分に認識することが重要とされている（邦

訳106頁）。
●ラテラル・マーケティングはプロセスである。
●このプロセスには，従うべき一定の手順が確立されており，手順に従って実施される。
●ラテラル・マーケティングは既存の対象物（製品，サービス，事業）に適用される。
●ラテラル・マーケティングによるイノベーションは，多くの場合，新規のサブカテゴリー，カ

テゴリー，市場の創出につながる。
ラテラル・マーケティングを提唱するに当たり，コトラーらは，アイデア創出の理想的方法とし

て，創造的思考に関する世界的権威であるエドワード・デ・ボノ（Edward	de	Bono）が提唱した
水平思考に着目した。ボノによると水平思考とは「情報を活用し，マインド内に蓄えられたコンセ
プトを再構築することで，創造的なアイデアを得るための一連のプロセス」であるという（Bono，
1970）。

このようにコトラーらは，ボノによる水平思考を援用することでラテラル・マーケティングの手
順を確立し，新市場を創造するための創造的なアイデアを得る思考法がマーケティングにおいて実
践されることをねらったのである。

2.2　ラテラル・マーケティングのプロセス
以下ではコトラーらが提唱したラテラル・マーケティングのプロセスについて説明しよう。コト

ラーらは，ラテラル・マーケティングの出発点として，製品・サービスの特定を主張する。その選
択基準には，①現在販売中の製品・サービスを選ぶこと　②競争上困難な状況に直面している製
品・サービスを選ぶこと　の２つが考えられている。

マーケティングの起点がニーズではなく製品・サービスであるとされている理由として，「イノ
ベーションとは現実を異なる視点から眺めることである」と述べたエジソンやアインシュタインの
例を示しながら，「創造性は具体的なことがらによって引き起こされる」こと，創造的な思考とは
「帰納的な思考法であって，演繹的な思考法ではない」こと（邦訳114頁）を挙げている。

ボノが提唱する水平思考の３つのプロセスに依拠しながら，コトラーらはその後のラテラル・マ
ーケティングのプロセスを次の３段階に集約している（邦訳113－114頁）。

ステップ１：水平移動の対象となるフォーカスを決める
ステップ２：水平移動によりギャップを生み出す
ステップ３：ギャップを埋める方法を考える
コトラーらは次のような例でこのプロセスを説明している。フォーカスとは，思考の対象として

注目すべきものであり，水平移動とは，論理的な思考の流れをせきとめるような発想をすることで
ある。「花」をフォーカスとして設定した場合，「いつまでも枯れない花」を考えることが水平移動
である。フォーカスを定めて水平移動をすると，通常そこには断絶，すなわちギャップが生まれる。
「花」と「いつまでも枯れない」という特性の間には明かなギャップがあり，「造花」という新し
いコンセプトが生まれることによってギャップが埋まることになる。
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ステップ１では，バーティカル・マーケティングのプロセスに含まれる全ての要素を３段階に分
けて，ラテラル・マーケティングに活用することが提案されている。第１に市場レベル（The	
Market	Level），第２に製品レベル（The	Product	Level），第３にその他のマーケティング・ミッ
クス・レベル（The	Marketing	Mix	Level）である。

市場レベルには，ニーズ／効用，ターゲット，機会（時間，場所，状況，経験）の各次元があり，
これらのうち１つだけを選ぶ。製品レベルには，有形の製品やサービス，パッケージング，ブラン
ド特性，用途／購入といった要素があり，これらのうち１つを選ぶ。その他のマーケティング・ミ
ックス・レベルには，価格設定手法，流通手法，コミュニケーション手法がある。

市場レベルにフォーカスしたラテラル・マーケティングには明確な目的があり，新たな条件のも
とで効果を発揮するソリューションが見出されなければならない。それに対し製品にフォーカスし
た場合は，製品を水平移動することにより得られた新製品の用途をあとから見つけ出すことになる。

ステップ２では，上述した３つのうちいずれかのレベルを選んで水平移動を行い，ギャップを生
み出す。コトラーらは，そのための技法として，代用（Subsutitute	 it），逆転（Invert	 it），結合
（Combine	 it），強調（Exaggerate	 it），除去（Eliminate	 it），並べ替え（Reorder	 it）の６点のう
ちいずれかを選ぶことを提唱している。

各レベルへの技法の適用事例として以下が紹介されている（邦訳127－129頁）。
　市場レベル

●状況の代用：映画館ではなくディスコで食べるポップコーン
●使用機会の逆転：カップルが喧嘩したときに贈るバラの花
●ターゲットの結合：親だけでなく子どもも飲めるシャンパン
●効用の強調：いくら使ってもなくならない鉛筆１）

●効用の除去：動かない自動車２）

●効用の並べ替え：「書き手から読み手へ」を「読み手から書き手」に変更３）

　製品レベル
●代用：パンの代わりにクッキーを使ったホットドッグ
●逆転：宅配しないピザ４）

●結合：自動車用の油量計のついたペン
●強調：200リットル入りのコカコーラ
●除去：スクリーンのないラップトップコンピューター
●並べ替え：写真をみたあとに現像する

　その他のマーケティング・ミックス・レベル
●代用（価格）：銀行のローンによる紙おむつ代金の支払い
●逆転（価格）：商品の値段を表示しない店
●結合（流通）：ガソリンスタンドのほかにキオスクでも購入できるガソリン
●強調（アフターサービス）：購入後いつでも返却できる絵
●除去（コミュニケーション）：いっさい広告を出さない衣料品
●並べ替え（支払方法）：電気料金の前払い
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ステップ３は，ステップ２で生み出されたギャップを解消する段階である。具体的には，顧客の
購買プロセスを最初から最後までたどること，ポジティブな側面を抽出すること，利用可能な状況
を設定することといった技法が紹介されている。

３　大学主体の商品開発におけるラテラル・マーケティング
3.1　分析対象・分析方法

以下では，前節で紹介したラテラル・マーケティングを，大学が主体となった商品開発の事例に
いかに看取することができるのか分析する。本稿において大学が主体となった商品開発とは，大学
教員又は学生の発案による商品開発を意味する。

ここで分析対象としたのは，日本経済新聞朝刊で，大学発の新商品を紹介している連載記事「キ
ャンパス発この一品」に掲載された事例である。具体的には，連載が開始された2012年５月から
2018年９月の間に掲載された297商品の中から，大学が主体となった商品開発の事例を抽出するた
めに，大学以外の機関から商品開発を依頼された事例や，大学教員又は学生の発案による商品開発
の事例であるかどうか記事の内容から判別できない事例を除外して，分析対象とした。

大学が主体となって開発した商品の全てがラテラル・マーケティングに基づいているわけではな
いだろう。コトラーらは，「現在実施しているのがラテラル・マーケティングなのか，それともバ
ーティカル・マーケティングなのかを判断するには，ギャップがあるかどうかに着目すればよい」
（邦訳131頁）と述べている。本稿においても分析に先立ち，明らかにギャップが存在していると
認められる事例を抽出した。その上で，前節で示したラテラル・マーケティングの定義とプロセス
に即し，与えられたデータから判断できる内容として以下の３つの要素を取り上げ，分析を加えた。

・存在しているギャップ
・起点とされた製品・サービス（ラテラル・マーケティングの起点）
・フォーカスされたと考えられるレベルと技法（ステップ１及び２）

3.2　分析結果
以下ではラテラル・マーケティングが適用されていると考えられる事例を対象に，3.1で提示し

た要素に即して分析を加え，フォーカスされたと考えられるレベルと技法ごとにタイプ分けを行っ
た。表１～７には日本経済新聞の朝刊に掲載された事例を要約して記載した。（　　）内は同紙に
掲載された日付と掲載頁である。大学が主体となった商品開発であっても，企業・団体との共同で
開発がなされている例が少なくないが，具体的な企業・団体名の記載は省略した。起点とされた商
品・サービスは「　」内に示した。
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3.2.1　市場レベルでのラテラル・マーケティング
3.2.1.1　ニーズ／効用の代用

別の効用を見つける場合が該当する。表１に示す４例が挙げられる。

3.2.1.2　ニーズ／効用の結合
２つ以上のニーズ／効用を満たす商品がこのカテゴリーに該当する。表２に示す11例が挙げられ

る。

表１　市場レベル：ニーズ／効用の代用

表２　市場レベル：ニーズ／効用の結合
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3.2.1.3　ニーズ／効用の強調
特定のニーズ／効用を強調する商品がこのカテゴリーに該当する。表３の７例が挙げられる。

表３　市場レベル：ニーズ／効用の強調
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3.2.1.4　ターゲットの代用
製品・サービスの対象外とされていたターゲットを新たなターゲットに定める商品がこのカテゴ

リーに該当する。表４の２例が挙げられる。

3.2.2　製品レベルでのラテラル・マーケティング
3.2.2.1　製品レベルの代用

製品の１つもしくは複数の要素を取り除き，別のものに置き換えることである。表５の２例が挙
げられる。

3.2.2.2　製品レベルの逆転
製品・サービスにおける要素を逆転したり否定したりすることをいう。表６の１例が挙げられる。

表４　市場レベル：ターゲットの代用

表５　製品レベル：製品レベルの代用

表６　製品レベル：製品レベルの逆転
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3.2.2.3　製品レベルの強調
製品・サービスの要素を極度に拡大又は縮小することであり，完璧な商品・サービスをイメージ

することが含まれる。表７の２例が挙げられる。

以上の分析から，大学が主体となった商品開発の事例では，市場レベルでのラテラル・マーケテ
ィングの事例数が24事例と最も多く，内訳としては，ニーズ／効用の結合，ニーズ／効用の強調，
ニーズ／効用の代用，ターゲットの代用の順に数が多かった。製品レベルのラテラル・マーケティ
ングの事例数は，市場レベルでのラテラル・マーケティングの事例数の５分の１程度の５事例に留
まり，その他のマーケティング・ミックス・レベルの事例は皆無であった。

名古屋の中小企業の事例をもとに，ラテラル・マーケティングのタイプ分けを行った岩田
（2015）においても，市場レベルの事例数が12事例と最も多かったが，製品レベルの事例はその半
数弱の５事例，その他のマーケティング・ミックス・レベルの事例は４事例存在した。

大学は商品開発をミッションとする組織ではないため，市場におけるニーズや特定のターゲット
のニーズに即した社会的な問題解決の必要性を感じた場合に商品開発が行われている事例が多い現
状にあるということが，ここからうかがえる。

４　理論の適用可能性と課題
前節での分析をもとに，本節では，大学が主体となって実施する商品開発に対するラテラル・マ

ーケティングの理論の適用可能性と課題について考察する。
先行研究においては，コトラーらによるラテラル・マーケティングの理論に対して以下のような

批判的な指摘がみられる。第１に挙げられるのは，理論枠組みの妥当性についてである。ラテラ
ル・マーケティングの理論を中小企業の事例に適用して理論枠組みの整理を試みた岩田（2015）は，
イノベーションのアイデアが市場から生まれるのか技術から生まれるのかという議論があるにも関
わらず，コトラーらの理論はもっぱら市場（ニーズ）のサイドのみ取り上げられており，技術（シ
ーズ）というサイドについては論じられていないと批判する。第２に挙げられるのは，理論の実用
性に対する指摘である。野口（2013）は，コトラーらの著作には多くの事例が挙げられているもの

表７　製品レベル：製品レベルの強調
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の，理論とケースの間に少なからぬギャップがあるため，どこに着目しどのように水平思考を行え
ばよいのか，実践方法がよくわからないと指摘している。本節においてもラテラル・マーケティン
グの理論枠組みとその実用性という２つの視点から，検討を加えることとする。

4.1　ラテラル・マーケティングの理論枠組み
以下では，岩田（2015）が指摘したシーズの位置づけに焦点を当てて検討を加える。シーズとは

ビジネスの「種」のことであり，企業がもつ技術，ノウハウ，アイデア，人材，設備などを指す。
大学が開発した技術や素材，新たな発見事実なども，商品開発の際のシーズとなることが考えられ
る。

シーズ発想の開発事例としては，化学産業のようなマテリアル系の企業で「面白い性質を持った
素材が出来たが，これを何に用いて製品化すればよいのか」と考える例が挙げられるだろう。コト
ラーらの理論でも，このようなシーズ発想の事例が紹介されている。3M の社員が，粘着力の弱い
接着剤を塗った紙切れを同僚に示し，何か使い道はあるだろうかと尋ねたことから生まれたポスト
イットの事例がそれである。先に述べたように，製品を水平移動することにより得られた新製品の
用途をあとから見つけ出すのが製品レベルのラテラル・マーケティングであると考えられているこ
とから，この事例は製品レベルのラテラル・マーケティングの事例として紹介されている（邦訳
165頁）。

この事例を見るとコトラーらは，企業等が有している技術を「製品（product）」と位置づけて
いることがわかる。コトラーのマーケティング理論において ‘productʼ とは「ある欲求を充足する
ために市場に提供される全て」（Kotler，1982　邦訳382頁）を表す概念であると考えられてきたこ
とや，マテリアル系の企業においてはシーズが当該企業の ‘productʼ にあたることを考え併せると，
組織が有するシーズを当該組織の ‘productʼ と捉えることに違和感はないだろう。本稿において製
品レベルのラテラル・マーケティングに分類した５事例も，開発した技術を応用することが可能な
商品のアイデアが，技術開発のあとから生まれた事例であると解釈できる。

しかしながら，シーズとなる要素が全て製品レベルのラテラル・マーケティングに位置づけられ
るわけではない。例えば，開発した技術を商品開発へ応用した事例は，市場レベルでのラテラル・
マーケティングにも見られる（事例７，事例20）。先に述べたようにコトラーらは，市場レベルに
フォーカスしたラテラル・マーケティングを，明確な目的のもとでソリューションを見出すタイプ
のラテラル・マーケティングであると考えている。事例７や事例20のように，市場のニーズを充足
することを目的として商品開発を行うプロセスで，大学関係者が開発した技術が用いられる場合に
は，市場レベルでのラテラル・マーケティングにシーズが位置づけられることになるのである。

大学は商品開発をミッションとする組織ではない。しかしながらそのような組織特性を持つ大学
の関係者が自ら開発／発見したシーズを用いて商品開発を行う場合に対しても，市場レベル又は製
品レベルのラテラル・マーケティングを適用することが可能になると考えることができる。

4.2　ラテラル・マーケティングの実用性
以下ではラテラル・マーケティングの実用性に焦点を当てて，理論上の課題について検討する。
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野口（2013）が指摘したように，コトラーらの理論の実践方法については不確かな点が少なくない。
例えばニーズを付加する（add）ことによって生まれた商品が，ニーズの結合に分類されている例
（邦訳142－143頁）とニーズの代用に分類されている例（邦訳147頁）の２パターンがあるなど，
論旨が一貫していない箇所が散見される。

本稿では，コトラーらが提唱したプロセスが固定化されていることの問題点について指摘してお
こう。先に述べたようにコトラーらは，ラテラル・マーケティングはプロセスであり，このプロセ
スには，従うべき一定の手順が確立されていると主張している。しかしながら本稿が分析した事例
の中には，コトラーらが提唱したプロセスに従っていないと考えられる事例であっても，水平移動
によるギャップが生み出されている例が存在した。

第１に指摘できるのは，コトラーらがラテラル・マーケティングの起点をニーズではなく製品・
サービスであるとしている点である。しかしながら，本稿で分析した市場レベルのラテラル・マー
ケティングの事例は，そのいずれもが製品・サービスではなく，市場（ニーズやターゲット）を起
点としていた。大学は商品開発をミッションとしていないため，市場に即した社会的な問題解決の
必要性を感じて商品開発を行う例が多いという点が，ここでも理由として挙げられる。

第２に指摘できるのは，プロセスの段階性である。コトラーらは，水平移動によりギャップを生
み出した後に，生み出されたギャップを埋める方法を考えるというプロセスを示している。しかし
ながら本稿で分析した事例の中には，このようなプロセスを経ずにギャップを生み出している例が
見られる。例えば事例27は，アイスであるにも関わらず高温でも溶けないという点にギャップを見
出すことができる。しかしながら商品開発のプロセスとしては，農家の報告を受けてエキスを凍ら
せみたところ，ギャップが認められる商品が偶然開発されたのである。

この結果は，イノベーターの思考プロセスについて研究したサラス・サラスバシー（Saras	
Sarasvathy）が提唱した「エフェクチュエーション的思考法（effectuative	thinking）」を想起させ
る。この思考法は「目的に基づく合理性（causal	rationality）」をベースにするのではなく，「手元
にある利用可能な手段を出発点として，その時その時の流れで目標が生まれてくるのにまかせる」
考え方である（Sarasvathy，2008）。サントリー創業者の鳥井信治郎が残した明言「やってみなは
れ。やらなわからしまへんで」という明言もこの考え方に立っていると言ってよいだろう。

サラスバシーによれば，経験の浅い起業家がいずれの論理を使うかには個人差がある。しかしな
がら経験豊富になるにつれ，ベンチャーの黎明期にはエフェクチュエーションの論理をより好むよ
うになる。企業規模が拡大し，長期にわたって存続していく成長フェーズでは，目的に基づく合理
性の論理が必要とされることから，優れた起業家は２つの論理を上手に使い分けているという。

新市場を創造するという目的に向かって一定の手順を経るという理論枠組みに従っているという
意味では，コトラーらの理論は「目的に基づく合理性」がベースになった思考法であると言えるだ
ろう。そのために確立された一定の手順が示されることは，創造的に思考する経験が浅い者にとっ
ては良い手引きとなるに違いない。しかしながら，そのようなプロセスによって新商品開発のアイ
デアが生まれなかった場合でも，エフェクチュエーション的思考法に基づいて試行錯誤することに
よって，ギャップが認められる商品の開発に結果的に結びつく可能性がある。ギャップが生み出さ
れることによって新市場が創造されるラテラル・マーケティングにおいては，一定の手順に基づく
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プロセスが必須であるとする考え方に固執しないことが重要であると考えられる。

５　結語
本稿では，大学主体の商品開発の基底にラテラル・マーケティングの思考法を看取することがで

きるのか考察するとともに，大学主体の商品開発に対するラテラル・マーケティングの理論の適用
可能性と課題について検討を加えた。

その結果，大学主体の商品開発に対して，市場レベル又は製品レベルのラテラル・マーケティン
グを適用することが可能であることが明らかになるとともに，ラテラル・マーケティングにおいて
は，一定の手順に基づくプロセスが必須であるとする考え方に固執しないことが重要であることが
示唆された。

本稿の理論的な貢献は，大学における商品開発へのラテラル・マーケティング適用の可能性と課
題について，理論的に明らかにした初めての研究であるという点である。実務的な貢献としては，
ラテラル・マーケティングの実践を普及する上での課題を具体的に明示した点が挙げられる。

最後に今後の研究上の課題について述べて締めくくる。第１に挙げられるのは，分析対象事例の
拡大である。本稿の分析対象において看取されなかったその他のマーケティング・ミックス・レベ
ルのラテラル・マーケティングを，大学における商品開発に適用し得るのか否か，分析対象事例を
増やして検討する必要がある。

第２に，本稿において，新聞記事に掲載された情報に基づいて分析がなされたという点が挙げら
れる。本稿では，大学が主体となった商品開発においてラテラル・マーケティングを適用すること
ができるか否かといった視点に立ち，理論の適用可能性について検討したにすぎない。しかしなが
ら，商品開発の際に実際にラテラル・マーケティングが用いられたかどうかは，開発に直接携わっ
た人でなければわからない。今後は，本稿で検討した事例を対象に，商品開発に携わった当事者へ
のインタビューを行うなどして，ラテラル・マーケティングの実際について具体的に明らかにする
ことが重要と考えられる。

その際にいかなる思考のプロセスが基盤となってラテラル・マーケティングの実現に結びついた
のかを明らかにすることが今後の研究課題となるだろう。このような視点に立った研究成果の普及
を通じて，商品開発経験が浅い大学関係者であっても，いかなる思考に基づけばイノベーティブな
商品開発に結びつくのかといった手がかりがつかめるようになるものと期待される。

（付記）本稿は平成28 ～ 30年度日本学術振興会科学研究費補助金（基盤研究Ｃ，課題番号
16K03849研究課題「熟達したマーケターによる価値創造をもたらす実践知」研究代表者	佐野享
子）の助成を受けて執筆した。

注
１）シャープペンシルのもとになったアイデアであるとされている。
２）運転シュミレーションのもとになったアイデアであるとされている。
３）読者が作る本のアイデアであるとされている。
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４）冷凍ピザの発想の原点になったとされている。
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Possibility of Application of Lateral Marketing to 
University-based Product Development

Takako SANO（University of TSUKUBA）

The	primary	purpose	of	this	paper	is	to	analyze	cases	where	universities	actively	develop	
products	using	the	theory	of	lateral	marketing	and	to	clarify	whether	lateral	marketing	thinking	
methods	can	be	found	on	the	basis.		The	second	objective	is	to	clarify	whether	it	is	possible	to	
apply	 the	 theory	of	 lateral	marketing	 to	 cases	where	universities	 are	 actively	developing	
products.

Specifically,	we	analyzed	articles	published	in	the	Nihon	Keizai	Shimbun	between	2012	and	
2017.

As	a	result,	firstly,	it	became	clear	that	it	is	possible	to	apply	market	level	or	product	level	
lateral	marketing	to	the	product	development	that	the	university	takes	 initiative.	 	Secondly,	 it	
turned	out	that	lateral	marketing	does	not	require	a	certain	procedure.

This	paper	 is	the	first	study	to	clarify	the	thesis	that	 lateral	marketing	can	be	applied	to	
the	product	development	carried	out	by	the	university	and	theoretically	clarified	the	problem	in	
applying.	 	Also,	 it	 is	 a	 contributing	point	 that	 the	 specific	 clarification	of	 the	problem	 in	
spreading	the	practice	of	lateral	marketing	was	concrete.


